
 

平成30年５月１日 

 各  位 

 

会 社 名   株式会社アマナ 

代 表 者   代表取締役社長   進藤 博信 

（コード番号 2402   東証マザーズ） 

問 合 せ 先   取締役経営企画担当 築山  充 

ＴＥＬ：03-3740-4011 

 

（訂正）「平成27年12月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」 

の一部訂正について 

 

 当社は、平成27年11月10日に開示いたしました「平成27年12月期 第３四半期決算短信〔日本基準〕

（連結）」の一部を訂正いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．訂正の内容と理由 

 訂正の内容と理由につきましては、別途、本日付で公表しました「第48期有価証券報告書の提出、

過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出および過年度決算短信等の訂正に関するお知らせ」を

ご参照下さい。 

 

２．訂正箇所 

 訂正箇所は   線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから訂正事項に

ついては、訂正後のみ全文を記載しております。 

 

以上 



（訂正後） 
 

 

平成27年12月期  第３四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

        平成27年11月10日 

上場会社名 株式会社アマナ 上場取引所  東 

コード番号 2402 ＵＲＬ  http://amana.jp/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）進藤  博信 

問合せ先責任者 （役職名） 取締役管理部門担当 （氏名）田中  和人 ＴＥＬ  03-3740-4011 

四半期報告書提出予定日 平成27年11月11日    

配当支払開始予定日 －    

四半期決算補足説明資料作成の有無：無  

四半期決算説明会開催の有無      ：無  

 

  （百万円未満切捨て） 

１．平成27年12月期第３四半期の連結業績（平成27年１月１日～平成27年９月30日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

27年12月期第３四半期 13,963 △2.4 △1,032 － △1,171 － △1,147 － 

26年12月期第３四半期 14,307 9.7 △296 － △385 － △521 － 
 
（注）包括利益 27年12月期第３四半期 △1,170 百万円 （－％）   26年12月期第３四半期 △548 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

27年12月期第３四半期 △230.73 － 

26年12月期第３四半期 △104.80 － 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

27年12月期第３四半期 12,666 1,795 13.7 

26年12月期 13,961 3,045 21.3 
 
（参考）自己資本 27年12月期第３四半期 1,729 百万円   26年12月期 2,977 百万円 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

26年12月期 － － － 15.00 15.00 

27年12月期 － － －    

27年12月期（予想）       15.00 15.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．平成27年12月期の連結業績予想（平成27年１月１日～平成27年12月31日） 

  （％表示は、対前期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 19,650 △6.3 250 617.2 120 － 10 27.3 2.01 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）                        、除外  －社  （社名） 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：有 

③  会計上の見積りの変更                        ：有 

④  修正再表示                                  ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年12月期３Ｑ 5,408,000 株 26年12月期 5,408,000 株 

②  期末自己株式数 27年12月期３Ｑ 435,217 株 26年12月期 435,217 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 27年12月期３Ｑ 4,972,783 株 26年12月期３Ｑ 4,972,783 株 

 
 

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

  この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外でありますが、この四半期決算短

信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は様々な要因により大きく異なる可能性があります。上記予想に関

する事項につきましては、添付資料「１．当四半期決算に関する定性的情報  （３）連結業績予想などの将来予測情

報に関する説明」をご覧ください。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

当社グループは、写真・動画・CG・イラストレーションなど、視覚から訴求するコンテンツを

「ビジュアル」と総称し、これらビジュアルを活用、消費するマーケットを領域として事業を展

開しております。 

当社グループでは、当社グループのビジュアル・コミュニケーションマーケットを 

 ・プロフェッショナルマーケット：広告業界企業（広告代理店、広告制作会社、出版社等） 

 ・コーポレートマーケット   ：広告業界以外の一般企業 

 ・コンシューママーケット   ：ビジュアルを利用、楽しむ個人やグループ 

と捉えております。 

 

 当第３四半期連結累計期間における世界経済は、新興国では成長に鈍化がみられたものの、欧

米の景気回復基調が続き、全体として緩やかな景気回復傾向となりました。国内経済は、企業の

収益改善や個人消費の持ち直しなど景気は緩やかな回復基調で推移しました。 

 当社グループが事業を展開するビジュアル・コミュニケーションマーケットにおいては、メデ

ィアの多様化やデバイスの普及拡大によってマーケットは大きな変革期を迎えており、このよう

な変革期に対応するため当社グループでは平成25年を初年度とする中期経営計画において、 

 ２つの基本方針：①次世代型ビジュアル・ソリューションビジネスの拡大 

②グローバル戦略のための経営基盤構築 

 ３つの戦略の柱：①人材育成 ②マーケット拡大 ③商材開発 

を策定し、これら戦略に沿った施策を推進しております。 

 さらに、当社グループが大きく影響を受ける広告業界においては、2014年国内の広告費は６年

ぶりに６兆円を超え、４マス広告中心の時代から大きく変化しインターネット広告が伸長、その

市場規模は１兆円を超えるといわれています。（「2014年日本の広告費」平成27年2月 電通公

表） 

 このような状況において当社グループでは、多様化するビジュアル・コミュニケーションマー

ケットの全方向へ向けた戦略として、産業別営業体制によるマーケット拡大と営業人員の強化を

推進しました。また、インターネット時代の企業のブランド化や自社メディアを活用したコミュ

ニケーションの支援を促進するため、商材開発の体制を整備し、企業ニーズに対応するコンテン

ツソリューションビジネスの構築に注力しました。 

 

 当第３四半期連結累計期間の売上高については、当第３四半期連結累計期間よりエンタテイン

メント映像事業が連結の範囲から外れたことにより前年同四半期に比べ343百万円（2.4％）減少

し13,963百万円となりました。前年の第３四半期連結累計期間におけるエンタテインメント映像

事業の除外を勘案しますと、ビジュアル制作・コンテンツ企画制作が堅調に推移し、売上高は前

年同四半期に比べ1,484百万円（11.9％）増加しました。マーケットのニーズに対応した営業体

制が整備されたことにより、プロフェッショナルマーケットにおいて、広告の出稿が回復基調に

あることやターゲットを絞った個別戦略が奏功し売上高は増加しました。コーポレートマーケッ

トにおいては、食品・飲料及び化粧品・日用品マーケット等が堅調に推移する一方で、これ以外

については前年同四半期を下回る売上高となりましたが、受注は前年同四半期に比べ17％増加と

好調に推移しました。また、アジア地域のビジュアル制作については順調に売上を伸ばしてお

り、前年同四半期に比べ2.5倍程の売上高となりました。ストック素材の販売においては、スト

ックフォト以外の素材及び素材のコンテンツ化による売上高は増加しましたが、ストックフォト

の販売点数が減少し前年同四半期に比べ売上高は減少しました。 

 売上原価については、原価率が高いエンタテインメント映像事業が連結の範囲から外れたこと

により原価率は1.6ポイント低下、前年同四半期に比べ433百万円（4.9％）減少し8,344百万円と

なりました。エンタテインメント映像事業の除外を勘案しますと、売上原価は1,005百万円

（13.7％）増加しましたが、これは売上高の純増や外注費比率の高い商材が好調だったこと、及

び人件費の増加等によるものです。 

 販売費及び一般管理費については、前年同四半期に比べ825百万円（14.2％）増加し6,651百万

円となりました。エンタテインメント映像事業の除外を勘案しますと、販売費及び一般管理費は

1,278百万円（23.8％）増加しました。これは、ソリューションビジネスのマーケット拡大に向

けた戦略的な人材採用や新卒者採用が進捗したことによる人件費、業務委託費、リクルート費等
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の人員増強に関連した費用の増加、並びにシステム関連の保守料等設備関連費用が増加したこと

によるものです。 

 この結果、当第３四半期連結累計期間の営業損失は1,032百万円（前年同四半期は296百万円）

と大幅な増加となりました。売上高については、エンタテインメント映像事業の除外を勘案した

前年同四半期連結累計期間（１月～９月）比では11.9％の成長となったものの、当第３四半期連

結会計期間（７月～９月）においては売上高が一部第４四半期連結会計期間の計上となるなど、

前年同四半期比で102百万円（2.5％）の増加に留まったことが利益の低下に大きく影響しまし

た。さらに、売上原価は外注費等により130百万円（5.3％）増加、販売費及び一般管理費は211

百万円（10.7％）増加により利益を押し下げました。一方、外注原価以外の売上原価・販売費及

び一般管理費（固定費）については、労働環境改善による残業コストをはじめ採用コスト、業務

委託コストを見直すなど削減に努め、第２四半期連結会計期間（４月～６月）をピークに低下傾

向となり、固定費の抑制を進めました。 

 

 以上の結果、当第３四半期連結累計期間の業績については、営業損失は1,032百万円（前年同

四半期は296百万円）、経常損失は支払利息等の計上により1,171百万円（前年同四半期は385百

万円）、四半期純損失は関係会社株式売却益等の計上により1,147百万円（前年同四半期は521百

万円）となりました。 

 

 連結業績は次のとおりです。 

 売上高 13,963 百万円 前年同四半期比 2.4％減少 

 営業損失 1,032   － 

 経常損失 1,171   － 

 四半期純損失 1,147   － 

 

 当社グループはビジュアル・コミュニケーション事業の単一セグメントであるため、セグメン

ト別の記載を省略しております。 

 

（２）財政状態に関する説明 

①資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計残高は12,666百万円（前連結会計年度末比1,294

百万円減）となりました。これは、商品及び仕掛品等のたな卸資産が322百万円増加した一

方で、エンタテインメント映像事業が連結の範囲から外れたこと等により、売上債権が

1,013百万円、リース資産が194百万円減少し、さらに資金の流動化により差入保証金が132

百万円減少したことによります。 

②負債の状況 

当第３四半期連結会計期間末の負債合計残高は10,870百万円（前連結会計年度末比45百万

円減）となりました。これは、主として未払金が152百万円減少したことによります。 

③純資産の状況 

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計残高は1,795百万円（前連結会計年度末比1,249

百万円減）となりました。これは、主として配当金の支払い74百万円及び四半期純損失

1,147百万円を計上したことによります。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 当第３四半期連結累計期間において利益面に大幅な損失を計上しておりますが、当社グループ

においては、売上が第４四半期連結会計期間に集中する傾向にあり足下の受注が好調であるこ

と、当社グループで取り組むコスト抑制策が第４四半期連結会計期間以降に本格化する見通しで

あること、事業体制の一部合理化、などによる影響を慎重に精査しております。そのため、平成

27年12月期の通期の連結業績予想につきましては、現時点では、平成27年２月17日に発表しまし

た予想から変更はありません。 

 今後、当社が合理的であると判断する一定の前提が整いましたら速やかに公表いたします。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

 有形固定資産の減価償却方法の変更 

当社及び国内連結子会社は、従来、有形固定資産の減価償却方法については、定率法を採

用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。 

当社グループが事業を展開するビジュアル・コミュニケーションマーケットは、技術革新

によるメディアの変化や価値観の多様化によって大きく変化し、ビジュアル消費時代が到来

していると判断しております。このような状況において、当社グループでは、ビジュアルの

消費拡大に向けた積極的なマーケット拡大戦略を展開し、顧客・業界・地域の開拓をはじ

め、効率的な制作環境の共有や商材・人材開発等、ソリューションビジネス拡大に向けたさ

まざまな施策に取り組んでおります。 

その取り組みの中で、複数商材を取り扱う営業体制の強化に向けた設備投資計画（ショー

ルームやシェアオフィス等）の策定を契機として、有形固定資産の将来の稼働状況の調査・

検討を行いました。その結果、当該営業体制の強化に伴う受注拡大により、有形固定資産の

平準的・安定的な稼働が見込まれることから、より実態に則した定額法へ変更したものであ

ります。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間の営業損

失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失は61,930千円減少しております。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表
 

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成26年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,961,407 1,613,772 

受取手形及び売掛金 5,435,277 4,421,903 

たな卸資産 521,078 843,222 

繰延税金資産 88,750 86,170 

その他 442,005 607,670 

貸倒引当金 △65,901 △64,381 

流動資産合計 8,382,617 7,508,358 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,653,334 1,548,674 

リース資産（純額） 352,539 157,050 

建設仮勘定 14,880 109,042 

その他（純額） 616,899 680,932 

有形固定資産合計 2,637,655 2,495,700 

無形固定資産    

ソフトウエア 888,545 979,841 

のれん 804,059 698,375 

リース資産 24,764 26,093 

その他 228,843 90,309 

無形固定資産合計 1,946,212 1,794,619 

投資その他の資産    

投資有価証券 326,875 319,020 

長期貸付金 133,678 130,070 

差入保証金 349,550 216,923 

繰延税金資産 2,337 2,337 

その他 181,046 199,612 

投資その他の資産合計 993,487 867,963 

固定資産合計 5,577,356 5,158,283 

繰延資産    

開業費 1,388 － 

繰延資産合計 1,388 － 

資産合計 13,961,362 12,666,642 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,779,665 1,637,623 

短期借入金 31,995 721,995 

1年内返済予定の長期借入金 1,869,582 1,951,376 

リース債務 147,200 75,432 

未払金 504,383 352,135 

未払法人税等 156,134 17,475 

賞与引当金 132,745 161,954 

その他 462,693 466,842 

流動負債合計 5,084,399 5,384,835 

固定負債    

長期借入金 5,175,623 4,974,067 

リース債務 253,814 115,600 

繰延税金負債 55,299 45,109 

資産除去債務 303,611 307,645 

その他 43,380 43,499 

固定負債合計 5,831,729 5,485,922 

負債合計 10,916,129 10,870,757 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,097,146 1,097,146 

資本剰余金 1,334,988 1,334,988 

利益剰余金 829,863 △392,097 

自己株式 △304,150 △304,150 

株主資本合計 2,957,847 1,735,886 

その他の包括利益累計額    

為替換算調整勘定 19,979 △6,293 

その他の包括利益累計額合計 19,979 △6,293 

少数株主持分 67,406 66,291 

純資産合計 3,045,233 1,795,884 

負債純資産合計 13,961,362 12,666,642 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
 

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 14,307,500 13,963,766 

売上原価 8,778,367 8,344,741 

売上総利益 5,529,133 5,619,025 

販売費及び一般管理費 5,825,819 6,651,050 

営業損失（△） △296,685 △1,032,025 

営業外収益    

受取利息 3,462 4,146 

受取配当金 1,931 3,148 

為替差益 12,863 － 

還付消費税等 3,532 11,108 

その他 20,880 12,908 

営業外収益合計 42,670 31,310 

営業外費用    

支払利息 107,475 95,934 

為替差損 － 10,808 

持分法による投資損失 15,919 45,879 

その他 7,708 17,682 

営業外費用合計 131,103 170,304 

経常損失（△） △385,118 △1,171,019 

特別利益    

関係会社株式売却益 － 52,094 

その他 357 7,708 

特別利益合計 357 59,803 

特別損失    

固定資産除却損 1,414 494 

その他 5 － 

特別損失合計 1,419 494 

税金等調整前四半期純損失（△） △386,180 △1,111,710 

法人税、住民税及び事業税 145,074 38,725 

法人税等調整額 13,551 △7,610 

法人税等合計 158,625 31,115 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △544,806 △1,142,826 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △23,675 4,542 

四半期純損失（△） △521,130 △1,147,368 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
 

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年１月１日 
 至 平成27年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △544,806 △1,142,826 

その他の包括利益    

為替換算調整勘定 △3,345 △28,307 

持分法適用会社に対する持分相当額 － 371 

その他の包括利益合計 △3,345 △27,935 

四半期包括利益 △548,151 △1,170,762 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △524,957 △1,173,641 

少数株主に係る四半期包括利益 △23,194 2,879 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成26年１月１日 至平成26年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 

（注）１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）２ 
 

ビジュアル・ 

コミュニケー 

ション事業 

エンタテイン 

メント 

映像事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 12,416,932 1,890,567 14,307,500 － 14,307,500 

セグメント間の内部売上 

高又は振替高 
62,161 1,700 63,861 △63,861 － 

計 12,479,094 1,892,267 14,371,361 △63,861 14,307,500 

セグメント利益又は損失

（△） 
△234,389 68,654 △165,734 △130,950 △296,685 

（注）１ セグメント利益又は損失の調整額は、のれんの償却額及び各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成27年１月１日 至平成27年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループは、ビジュアル・コミュニケーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度において、当社グループは「ビジュアル・コミュニケーション事業」と「エンタテインメント

映像事業」の２つを報告セグメントとしておりましたが、第１四半期連結会計期間より「ビジュアル・コミュニ

ケーション事業」の単一セグメントに変更しております。

この変更は、「エンタテインメント映像事業」における連結子会社の株式の一部を譲渡したことにより連結子

会社に該当しなくなったため、連結の範囲から除いたことによるものです。 
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